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市立函館病院職務住宅管理業務に関する公募型プロポーザル実施要領  

 

１ 市立函館病院職務住宅概要 

(1) 令和５年５月現在１０５戸 

(2) ３月付け退去解約数３９戸（令和４年度） 

(3) ４月１日付け新規契約数４２戸（令和５年度） 

(4) 期中入替え延べ数１７戸（令和４年度） 

２ 業務概要 

(1) 業務名 

   市立函館病院職務住宅管理業務 

  (2) 目的 

   市立函館病院の職務住宅を管理し，効率的な運営と確実な業務遂行を行うこと

を目的とする。 

(3) 業務内容 

   市立函館病院職務住宅管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり。 

(4) 履行期間 

  令和５年(２０２３年)８月１日から令和８年(２０２６年)７月３１日とする。 

(5) 提案上限額  

委託料（職務住宅１戸当たり月額） ２，０００円 

   初回登録料（職務住宅１戸当たり） １，０００円 

  ※委託料とは，職務住宅１戸当たりの管理業務に対して支払う月額単価である。                                    

※初回登録料とは，職務住宅として新規に管理業務を委託する際に１戸当たりに

支払う単価であり，現受託者からの提案は無効とする。 

  ※上記金額には，消費税および地方消費税は含まないものとする。 

   また，提案内容に関わらず，上限額を超える提案は無効とする。 

 (6) 選定方法 

   公募型プロポーザル方式による。 

 (7) 実施の公表 

 ア 公表方法 函館市病院局ホームページでの公告 

   イ 公表日 令和５年５月１８日（木） 

 (8) 実施要領の質疑等の受付 

   ア 受付方法 質問書（様式第６号）を添付し，電子メールにて送信すること。 

E-mail：koubo@hospital.hakodate.hokkaido.jp 

   イ 受付期限 令和５年５月２６日（金） 

   ウ 回答期限 令和５年６月１日（木） 

   エ 回答方法 函館市病院局ホームページでの公表 
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(9) 全体スケジュール 

実施要領等の配布期限 令和５年 ６月 ８日(木) 

質問書受付期限 令和５年 ５月２６日(金) 

質問書回答期限 令和５年 ６月 １日(木) 

参加申込書等の提出期限 令和５年 ６月 ８日(木) 

企画提案書等の提出期限 令和５年 ６月２３日(金) 

ヒアリング 令和５年 ６月２９日(木)予定 

審査結果の通知・公表 令和５年 ６月３０日(金)予定 

契約候補者の選定および契約締結 令和５年 ７月   

 

３ 参加資格 

  次に掲げる事項をすべて満たす者とする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４第１項の規定に該

当しないこと。 

(2) 函館市病院局競争入札参加有資格業者指名停止措置要綱（平成 27 年 7 月 1 日

施行）による指名停止を受けていないこと。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第

２条に規定する暴力団，暴力団員およびそれらの利益となる活動を行う者ではな

いこと。 

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者または民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始

の申立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定，民事再

生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等，経

営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

(5) 函館市の市税または消費税および地方消費税を滞納している者でないこと。た

だし，新型コロナウイルス感染症の影響により納税猶予を受けている者は除く。 

(6) 宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第３条に規定する宅地建物取

引業の免許を有していること。 

(7) 本市に本店または支店，営業所等を有していること。 

(8) 令和５年５月末現在，過去３年間において職務住宅管理業務の受託実績がある

こと。 

 【※職務住宅管理業務】ここでいう職務住宅管理業務とは，法人組織等が所属員に対して貸与す

る住宅の契約・解約，入退去管理などを中心に，法人組織等が行う住宅管理業務を請け負う

業務とする。 

 

４ 参加意向表明 

 (1) 本プロポーザルに参加しようとする者は，参加資格認定申請に必要な書類を添

付した参加申込書（様式第１号）により，次に定めるところにより，函館市公営

企業管理者病院局長（以下「病院局長」という。）に申請し，参加資格の認定を受

けなければならない。 
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ア 必要書類  

（ｱ）参加申込書（様式第１号） 

（ｲ）誓約書（様式第２号） 

（ｳ）会社の設立年月日，所在地，資本金，事業内容，従業員数，沿革等会社概 

要が記載された資料 

   （ｴ）現在事項全部証明書（写）または履歴事項全部証明書（写） 

     応募書類提出の日以前３か月以内に発行されたものに限る。 

   （ｵ）財務諸表（貸借対照表および損益計算書） 

     直前２期分を提出すること。 

   （ｶ）函館市の市税の納税証明書 

     納税義務がある場合，応募書類提出の日以前３か月以内に発行されたもの

に限る。なお，納税猶予を受けている者は，「納税の猶予許可通知書の写し」

を提出のこと。 

   (ｷ) 消費税および地方消費税の納税証明書 

     応募書類提出の日以前３か月以内に発行されたものに限る。 

（ｸ）類似業務受託実績調書（様式第３号） 

（ｹ）上記（ｸ）の類似業務受託実績調書に記載した類似業務の受託実績を証する 

契約書の写し 

(ｺ) 宅地建物取引業の免許の写し 

イ 提出期限 令和５年６月８日（木）必着 

   ウ 提出方法 参加申込書を郵送（配達記録が残る方法に限る。）による。 

  エ 提出場所 〒041-8680 函館市港町 1 丁目 1０番 1 号 

          市立函館病院事務局企画担当課管理係 

 (2) 審査結果は，令和５年６月９日（金）以降，書面により通知する。 

 (3) 前号により参加資格がない旨の通知を受けた者は，通知を受けた日の翌日から

起算して７日（函館市の休日を定める条例（平成３年函館市条例第２号）第 1 条

第１項各号に掲げる日の日数は算入しない。）以内に，資格がないと認めた理由に

ついて，書面（様式は自由）により説明を求めることができる。 

 

５ 失格事項 

  次のいずれかに該当した場合は，その者を失格とする。 

(1) 参加資格要件を満たしていない場合。 

(2) 提出書類に虚偽の記載があった場合。 

(3) 実施要領等で示された，提出期日，提出場所，提出方法，書類作成上の留意事

項等の条件に適合しない書類の提出があった場合。 

(4) 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合。 

 

６ 企画提案書等の提出 

 (1) 提出書類 企画提案書 

別紙「企画提案書作成要領」による。 

(2) 提出部数 計６部（正本 1 部 副本５部） 
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(3) 提出期限 令和５年６月２３日（金）必着 

(4) 提出方法 郵送（配達記録が残る方法に限る。）による。 

  (5) 提出場所 〒041-8680 函館市港町 1 丁目 1０番 1 号 

        市立函館病院事務局企画担当課管理係 

 

７ 参加辞退 

 (1) 参加申込書等を提出した後に本プロポーザルを辞退する場合は，令和５年６月

１６日（金）までに参加辞退届（様式第８号）を提出しなければならない。 

 (2) 参加資格者が，前項で定める提出書類を期限までに提出しなかったときも，参

加を辞退したものとする。 

 

８ ヒアリングの実施 

 (1) 実施日時 令和５年６月２９日（木）予定。実施時間については別途指示する。 

 (2) 実施方法 Zoom による質疑応答形式 

 (3) 1 者あたりの説明時間は３０分（プレゼンテーション２０分，質疑応答 1０分）

とする。 

 (4) ヒアリング等への参加人数は，１者あたり３名以内とする。 

 (5) ヒアリング時の説明に際しては，提出した企画提案書等のみを使用することと

し，ヒアリング時の追加資料は受理しない。 

 (6) ヒアリングにおいて，説明に必要な機材等は参加者が準備すること。 

 (7) ヒアリングの順番は企画提案書等の受付順とする。 

 (8) 企画提案書に関して，委員から質疑があった場合は，参加者に対し事前に内容

確認を行う。 

(9) ヒアリングを正当な理由なく欠席した場合は，当該プロポーザルの参加資格を

無効とする。ただし，悪天候，出席予定者の事故等病院局長がやむを得ないと認

める理由により欠席した場合は，プロポーザル手続きに支障のない範囲内で，再

度病院局長が指定した日時においてヒアリングを行うものとする。 

 

９ 審査の方法等 

 (1) 企画提案内容の審査については，函館市病院局が設置する「市立函館病院職務

住宅管理業務プロポーザル審査委員会」において行う。 

 (2) 審査の基準 

  ア 企画提案書等およびヒアリングを基に審査を行う。 

  イ 別紙「市立函館病院職務住宅管理業務プロポーザル審査評価表」の評価基準

によるものとする。 

  ウ 評価点における最低基準点の算出は次のとおりとする。 

    最低基準点＝（審査委員の人数×200（満点数））×60% 

 (3) 審査の方法 

   各審査委員の評価点の合計点数が最も高い者を契約候補者とする。ただし，

最高得点者が２者以上ある場合は，委託料の提案価格の低い方を契約候補者と

し，提案価格も同額である場合は，審査委員の合議により契約候補者を定める
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ものとする。また，審査の結果，評価点が最低基準点を下回った提案者につい

ては，契約候補者として選定しないものとする。 

 (4) 契約候補者とは，別途詳細協議を行い，協議が整った場合には，本業務の契約

を締結するものとする。 

 

10 審査結果 

 (1) 審査結果通知 

   審査結果は，審査終了後，速やかにすべての参加者に通知することとし，契約

候補者に選定した参加者に対しては，契約候補者決定通知書（様式第９号），契約

候補者等に選定されなかった参加者に対しては，契約候補者等非決定通知書（様

式第 10 号）により通知する。 

   なお，審査結果に関する問い合わせおよび異議申立ては，一切受付けない。 

 (2) 審査結果の公表 

   審査結果は，函館市病院局ホームページで公表する。なお，選定結果の公表は，

契約候補者以外の応募者名は非公表とする。また，評価点については，参加者が

２者の場合は２位の者の評価点は公表しないこととし，それ以外については公表

する。 

 

11 契約の締結に関する事項 

 (1) 契約締結に向けた協議 

   仕様書および契約候補者の企画提案書等をもとに，契約候補者と契約の締結に

向けた契約内容等の協議を行い，合意に達した場合は随意契約により契約を締結

するものとする。 

 (2) 仕様書の取扱い 

   契約書に添付する仕様書は，契約締結に係る合意内容を反映させるため，追加

および変更等を行うものとする。 

 (3) 契約保証金 

   契約保証金は，函館市病院局契約規程（平成 18 年病院局規程第 23 号）第 28 条

第２項第１１号の規定により，その全額を免除とする。 

 

12 その他の留意事項 

 (1) 提出書類等に関する事項 

  ア 提出された参加申込書等および企画提案書等（以下「提出書類等」という。）

は，変更または取り消しを行うことはできない。 

  イ 提出書類等の作成および提出ならびにヒアリングに係る費用は，提出者の負

担とする。 

  ウ 提出書類等は，返却しない。なお，函館市情報公開条例（平成 13 年函館市条

例第 7 号）の規定により，開示する場合がある。 
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13 事務局 

  〒０４１－８６８０ 

  北海道函館市港町１丁目１０番１号 

  市立函館病院事務局医療企画センター企画担当課管理係 

  担当 澤田 

電 話 ０１３８－４３－２０００（内線４９００） 

ＦＡＸ ０１３８－４３－２００２ 

電子メール koubo@hospital.hakodate.hokkaido.jp 

 

 



      函館市病院局職務住宅管理規程 

 

                                                        平成18年４月１日 

                                                        病院局規程第31号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は，函館市病院局（以下「病院局」という。）における診療等の業務 

 の円滑な遂行に資するため，病院局職員等（医師もしくは歯科医師または公営企業管 

 理者（以下「管理者」という。）が特に必要と認める者。以下「職員等」という。） 

 を居住させる職務住宅の管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規程において「職務住宅」とは，病院局が，職員等を居住させるため借り 

 上げた，または設置した住宅をいう。 

 （指定） 

第３条 管理者は，函館病院長，函館恵山病院長，または函館南茅部病院長の内申に基 

 づき，職務住宅に入居させる職員等を指定するものとする。 

２ 前項の内申は，当該職務住宅に入居させようとする職員等の氏名，世帯の状況，入 

 居予定年月日その他必要な事項を記載した内申書により行うものとする。 

３ ただし，管理者が特に必要と認めるものについては，別途職務住宅を指定し，提供 

 することができる。 

 （入居） 

第４条 前条第１項の規定による指定を受けた職員等は，管理者が指定する日（以下「 

 入居指定日」という。）までに，指定された職務住宅に入居しなければならない。 

 （貸付料） 

第５条 管理者は，職務住宅に居住する職員等から，入居指定日から当該職務住宅を退 

 去する日までの間につき，当該職務住宅の貸付料（以下「貸付料」という。）を徴収 

 する。 

２ 職員等が居住する職務住宅の貸付料の月額は，次の各号に掲げる借上料（病院局が 

 職務住宅とするため借り上げた住宅について，病院局が支払う家賃および共益費をい 

 う。）の月額の区分に応じ，当該各号に定める額（その額に10円未満の端数があると 

 きは，その端数を切り捨てる｡)  とする。ただし，函館恵山病院または函館南茅部病 

 院に所属する職員等が居住する職務住宅の貸付料の月額は，函館市職員住宅管理規則 

 （昭和39年函館市規則第２号）第10条の規定の例による額とする。 

  (1) ２万9 , 0 0 0円を超え５万5 , 0 0 0円以下の額 １万5 , 0 0 0円 

  (2) ５万5 , 0 0 0円を超え８万円以下の額 当該額から４万円を控除した額 

  (3) ８万円を超え10万円以下の額 当該額の２分の１に相当する額 

  (4) 10万円を超える額 当該額から５万円を控除した額 

３  前項の規定にかかわらず管理者が特に必要と認めるものについては，貸付料を別に 

 定めることができる。 

４ 新たに職務住宅に入居した場合または職務住宅を退去した場合において，その月の 

別添１ 



  居住期間が１月に満たないときは，その月の貸付料の額は，日割計算した額（その額 

  に10円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てる。）とする。 

５ 貸付料は，その月の分をその月の末日までに納入しなければならない。 

 （居住者の管理義務等） 

第６条 第３条第１項の規定による指定を受けて職務住宅に居住する者（以下「居住者」

  という。）は，職務住宅の使用に当たっては必要な注意を払い，これを正常な状態に 

  おいて維持しなければならない。 

２ 居住者は，職務住宅を損傷し，汚損し，または滅失した場合は，直ちにその旨を管 

  理者に届け出なければならない。 

３ 前項に規定する場合において，当該損傷，汚損または滅失が居住者の責めに帰すべ 

  き理由によるものであるときは，居住者は，当該職務住宅を原状に復し，またはその 

  損害を賠償しなければならない。 

 （居住者の禁止行為） 

第７条 居住者は，次に掲げる行為をしてはならない。ただし，第２号から第４号まで 

  に掲げる行為については，管理者が特に認める場合は，この限りでない。 

  (1) 職務住宅の全部または一部を転貸すること。 

  (2) 職務住宅の模様替えまたは増改築その他職務住宅の原状を変更すること。 

  (3) 職務住宅の敷地内に工作物を設置し，または当該敷地内の地形を変更すること。 

  (4) 居住者以外の者を同居させること。 

  (5) その他管理者が職務住宅の管理上不適当であると認める行為 

２ 前項ただし書の規定による承認を受けて同項第２号または第３号に掲げる行為をし 

  た者は，その居住する職務住宅を明け渡そうとするときは，自己の費用で原状に復さ 

  なければならない。ただし，管理者がその必要がないと認めるときは，この限りでな 

  い。 

 （費用の負担区分） 

第８条 次に掲げる費用は，居住者の負担とする。ただし，管理者が特に認める場合は，

 この限りでない。 

  (1) 職務住宅の修繕（家屋の基礎，土台，柱，床，壁，天井，はり，屋根および階段 

    の修繕を除く。）に要する費用 

  (2) 電気，ガス，水道および下水道の使用料 

  (3) 汚物またはじんかいの処理に要する費用 

  (4) 前３号に掲げるもののほか，居住者が負担することが相当と認められる費用 

 （他の職務住宅への移転） 

第９条 管理者は，職務住宅の管理上必要があると認めるときは，居住者に対し，他の 

  職務住宅への移転を命ずることができる。 

 （指定の取消し） 

第10条 管理者は，居住者が次の各号のいずれかに該当するときは，第３条第１項の規 

  定による指定を取り消すことができる。 

  (1) 貸付料を３月以上滞納しているとき。 

  (2) 第６条もしくは第７条の規定に違反し，またはこの規程の規定に基づく管理者の 



    指示もしくは命令に従わないとき。 

  (3) 職務住宅に居住させる必要がなくなったとき。 

 （明渡し） 

第11条 居住者は，次の各号のいずれかに該当するときは，管理者が指定する日までに，

  その居住する職務住宅を明け渡さなければならない。 

  (1) 退職し，または死亡したとき。 

  (2) 第９条の規定により移転を命ぜられたとき。 

  (3) 前条の規定による指定の取消しを受けたとき。 

 （検査） 

第12条 居住者は，その居住する職務住宅を明け渡そうとするときは，立会いの上，係 

  員の検査を受けなければならない。 

 （補則） 

第13条 この規程に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

   附 則 

１ この規程は，公布の日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に次世代育成支援対策推進法の特定事業主等を定める規則等 

  の一部を改正する等の規則（平成18年函館市規則第52号）による廃止前の市立函館病 

  院職務住宅管理規則（平成14年函館市規則第65号）の規定により職務住宅に居住して 

  いる医師等は，この規程の規定により職務住宅に居住している医師等とみなす。 

      附  則（平成20年３月31日病院局規程第12号） 

１ この規程は，平成20年４月１日から施行する。 

２  この規程の施行の際，現に函館恵山病院および函館南茅部病院の職務住宅に居住し 

 ている医師は，この規程の規定により職務住宅に居住している医師とみなす。         

      附  則（平成22年４月１日病院局規程第10号） 

 この規程は，平成22年４月１日から施行する。 

      附  則（平成27年３月31日病院局規程第13号） 

 この規程は，平成27年４月１日から施行する。 



市 立 函 館 病 院 職 務 住 宅 事 務 処 理 要 領  

 

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 領 は ，市 立 函 館 病 院（ 以 下「 病 院 」と い う 。）

に お け る 診 療 等 の 業 務 の 円 滑 な 遂 行 に 資 す る た め ，病 院 に

勤 務 す る 医 師 ま た は 歯 科 医 師 お よ び 公 営 企 業 管 理 者（ 以 下

「 管 理 者 」 と い う 。 ） が 特 に 認 め る も の （ 以 下 「 職 員 等 」

と い う 。）を 居 住 さ せ る 職 務 住 宅 の 管 理 に 関 し ，函 館 市 病

院 局 職 務 住 宅 管 理 規 程 （ 平 成 １ ８ 年 病 院 局 規 程 第 ３ １ 号 。

以 下「 規 程 」と い う 。）に 定 め る も の の ほ か 必 要 な 事 項 を

定 め る も の と す る 。  

（ 位 置 ）  

第 ２ 条  職 務 住 宅 の 位 置 は ，病 院 か ら お お む ね ２ キ ロ メ ー ト

ル 以 内 と す る 。た だ し ，院 長 が 特 に 認 め る 場 合 は ，こ の 限

り で な い 。  

（ 指 定 ）  

第 ３ 条  管 理 者 は ，規 程 第 ３ 条 第 １ 項 の 規 程 に よ り 職 務 住 宅

に 入 居 さ せ る 職 員 等 を 指 定 し た と き は ，別 記 様 式 の 市 立 函

館 病 院 職 務 住 宅 居 住 指 定 書 を 当 該 指 定 し た 職 員 等 に 交 付

す る も の と す る 。  

（ 貸 付 料 ）  

第 ４ 条  規 程 第 ５ 条 第 ３ 項 の 管 理 者 が 別 に 定 め る も の は ，次

の と お り と す る 。  

  

種           別  貸 付 料  

診 療 応 援 に 来 院 す る 医 師 も し く は 歯 科 医 師  無  料  

医 療 系 大 学 か ら 実 習 に 来 院 す る 学 生  無  料  

そ の 他 管 理 者 が 特 に 認 め る 者  無  料  

 

 

別添２  



（ 居 住 者 の 禁 止 行 為 ）  

第 ５ 条  規 程 第 ７ 条 第 １ 項 第 ５ 号 の 職 務 住 宅 の 管 理 上 不 適

当 な 行 為 は ， 次 の と お り と す る 。  

（ １ ）秩 序 も し く は 風 紀 を 乱 し ，ま た は 他 人 に 迷 惑 を 及 ぼ

す 恐 れ が あ る と 認 め ら れ る 行 為  

（ ２ ） そ の 他 前 号 に 類 す る 行 為  

（ 費 用 の 負 担 区 分 ）  

第 ６ 条  規 程 第 ８ 条 第 ４ 号 の 居 住 者 が 負 担 す る こ と が 相 当

と 認 め ら れ る 費 用 は ， 次 の と お り と す る 。  

（ １ ） 居 住 す る 職 務 住 宅 に 係 る 損 害 保 険 料  

（ ２ ） 電 話 に 係 る す べ て の 費 用  

（ ３ ） 退 去 に 伴 う 清 掃 お よ び 消 毒 に 係 る 費 用  

２  規 程 第 ８ 条 各 号 に 掲 げ る 費 用 に つ い て は ，第 ４ 条 に 掲 げ

る も の か ら は 徴 収 し な い も の と す る 。た だ し ，規 程 第 ８ 条

第 １ 号 の 費 用 に つ い て ，故 意 ま た は 重 大 な 過 失 に よ る 場 合

は こ の 限 り で な い 。  

（ 職 務 住 宅 の 移 転 ）  

第 ７ 条  規 程 第 ９ 条 第 １ 項 の 管 理 上 必 要 と 認 め る 場 合 は ，次

の と お り と す る 。  

（ １ ） 管 理 者 の 都 合 に よ り 移 転 す る 場 合  

（ ２ ）職 員 等 の 世 帯 構 成 が 変 更 し た こ と 等 の 明 確 な 理 由 よ

り ，現 在 居 住 し て い る 職 務 住 宅 と 異 な る 間 取 り の 職 務

住 宅 を 職 員 等 が 要 望 す る 場 合  

（ ３ ） そ の 他 ， 院 長 が 特 に 認 め る 場 合  

 

  附  則  

こ の 要 領 は ， 平 成 １ ４ 年 ８ 月 ２ ６ 日 か ら 施 行 す る 。  

  附  則  

こ の 要 領 は ， 平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

  附  則  

こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

  附  則  



こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

  附  則  

こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

  附  則  

こ の 要 領 は ， 令 和 ２ 年 １ ０ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 



別記 

   個人情報の取扱いについて 

 

 委託業務の処理に当たっては，市立函館病院職務住宅管理業務仕様書

６に規定するもののほか，個人情報の取扱いは，次のとおりとする。  

（基本的事項） 

第１条 乙は，個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第１項に規定

する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し，この契

約による業務の実務に当たっては，個人の権利利益を侵害することの

ないよう，個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

２ 乙は，個人情報を取扱わせる業務を第三者に再委託する場合は，甲

が乙に求めた個人情報の取扱いと同様の措置を当該第三者も講ずるよ

うに求め，かつ，当該第三者が約定を遵守するよう書面で義務づけな

ければならない。再委託先が再々委託およびそれ以下の委託を行う場

合についても同様とする。 

（秘密の保持） 

第２条 乙は，この委託業務に従事する者に対して，在職中および退職

後において，この契約による業務に関して知り得た個人情報の内容を

みだりに他人に知らせ，または不当な目的に利用してはならないこと

その他の個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

（適正管理） 

第３条 乙は，この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい，

滅失またはき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な

措置を講じなければならない。 

（目的外利用等の禁止） 

第４条 乙は，甲の承諾を得ないで委託業務に係る個人情報を契約の目

的外に利用し，または第三者に提供してはならない。 

（複写および複製の禁止） 

第５条 乙は，契約を履行するために行う場合を除き，委託業務に係る

個人情報が記録された資料（電磁的記録であるものを含む。）を複写

し，または複製してはならない。 

（個人情報の返還等） 

第６条 乙は，甲が預託し，または本件業務に関して乙が収集もしくは



作成した個人情報を，委託業務終了後直ちに甲に返還し，または甲の

指示により抹消しなければならない。 

（事故の報告） 

第７条 乙は，委託業務を処理するうえで，個人情報等の漏えい，滅失，

き損，不正使用その他の事故が発生した場合，または生じるおそれが

あることを知ったときは，遅滞なく甲に報告し，その指示を受けなけ

ればならない。 

（報告） 

第８条 乙は，契約内容の遵守状況および委託先（再委託先等を含む。）

における個人情報の取扱状況について，甲に定期的に報告しなければ 

ならない。 

２ 乙は，甲から，個人情報の取扱いの状況について報告を求められた

場合は，直ちに報告しなければならない。また，個人情報の取扱状況

について，違反の事実および兆候を把握した場合，直ちに甲に報告し

なければならない。 

（罰則および損害賠償） 

第９条 乙は，この業務に従事している者に対して，在職中および退職

後において，この契約による業務に関して知り得た個人情報を提供・

盗用したときは，個人情報保護法の罰則規定が適用されることを周知

するものとする。 

２ 乙の故意または過失によって，乙が甲から委託を受けた個人情報の

漏えいなどの事態を生じさせ，これによって甲または乙が，本人等か

ら損害賠償の請求を受けた場合は，乙がこれを負担することとし，乙

は甲と協力して，誠実に対応を行うものとする。 

（立入検査等） 

第10条 乙は，委託業務の処理に伴う個人情報の取扱体制および安全対

策の具体的処理状況について，甲が行う随時の立入検査等に応じ，必

要な報告の求めに応じ，およびその指示に従わなければならない。再

委託先が再々委託およびそれ以下の委託を行う場合についても同様と

する。 

  (派遣労働者) 

第11条 乙は，この契約による個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働

者によって行わせる場合には，労働者派遣契約書に秘密保持義務等個

人情報の取扱いに関する事項を明記するものとする。 


